
70
歳
以
上
の
高
額
療
養
費
制
度
の
見
直
し

　
70
歳
未
満
の
現
役
世
代
に
つ
い
て
は
２
０
１
５
年
１
月
に

見
直
し
が
行
わ
れ
ま
し
た
が
、
今
回
は
70
歳
以
上
に
つ
い
て

も
現
役
世
代
と
同
様
の
見
直
し
を
図
り
、
負
担
能
力
に
応
じ

た
医
療
費
負
担
を
求
め
る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

　
今
回
の
見
直
し
案
で
現
行
と
大
き
く
変
わ
る
点
は
、「
現
役

並
み
」
の
区
分
の
方
は
、
年
収
額
に
応
じ
て
３
つ
に
区
分
さ
れ
、

最
も
低
い
年
収
の
方
を
除
き
そ
れ
ぞ
れ
限
度
額
が
引
き
上
げ
ら

れ
る
こ
と
、
外
来
上
限
特
例
と
呼
ば
れ
る
外
来
（
個
人
）
の
限

度
額
を
低
く
設
定
す
る
措
置
が
廃
止
さ
れ
る
こ
と
、
そ
し
て
、

「
一
般
」
の
区
分
の
方
に
つ
い
て
は
、
外
来
上
限
特
例
は
残
る

も
の
の
、
限
度
額
が
引
き
上
げ
ら
れ
る
（
年
間
上
限
額
を
設
定
）

こ
と
な
ど
で
す
。
実
施
は
今
年
８
月
か
ら
を
予
定
し
て
い
ま
す

が
、
２
段
階
で
の
実
施
が
検
討
さ
れ
て
お
り
、
現
役
並
み
区
分

の
細
分
化
お
よ
び
外
来
上
限
特
例
の
廃
止
な
ど
は
そ
の
１
年
後

の
２
０
１
８
年
８
月
か
ら
と
す
る
予
定
で
す
。

　
な
お
、
こ
れ
に
伴
い
介
護
保
険
の
自
己
負
担
と
の
合
算
に

よ
る
高
額
介
護
合
算
療
養
費
の
限
度
額
も
２
０
１
８
年
８
月

か
ら
見
直
し
が
行
わ
れ
る
予
定
で
す
。

★
こ
の
ほ
か
、
療
養
病
床
入
院
時
（
65
歳
以
上
）
の
居
住
費
（
光

熱
水
費
相
当
額
）
の
引
上
げ
や
後
期
高
齢
者
の
保
険
料
軽
減
特

例
の
見
直
し
等
が
予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

けんぽ

と ぴ っ く す

2017年度に予定されている
制度改正を見ると…

「My Health」でもお知らせしてきましたが、2017 年度から実施が決まっている
のが、後期高齢者支援金の算定方法への全面総報酬割の導入です。これにより、
多くの健保組合の支援金が増加することになり、特に IBM 健保組合のように被保
険者の標準報酬等（給与・賞与等）の高い組合ほどより多く負担しなければなり
ません（グラフ）。一方、このほかに医療保険関連の制度改正が予定されており、
その内容に関しては昨年、国の審議会等での審議を経てまとめられました。いず
れも高齢者等の負担増につながる内容となっていますが、なかでも、高額療養費
制度の見直しは大きな影響を与えそうです。
※ここでは 2017年 2 月 15 日現在の政府案に基づいた内容を掲載しており、今後変更となる場合もあります。

　病気やけがで医療機関を受診して医療費
が高額になった場合、自己負担に上限（下図
のように所得によって異なります）を設けて
超えた分を払い戻す制度が高額療養費制度
です。さらに、IBM 健保組合ではこれにプラ
スして独自の付加金を支給し、みなさまの負
担を低く抑えています。なお、高額療養費は
原則として償還払いですが、「限度額適用認
定証」を医療機関に提示すれば（70 歳未満
の場合。70 歳以上は必要ありません）、窓
口での支払いも自己負担限度額までで済み
ます。付加金については後日（約 3 ヵ月後）、
払い戻しを受けることになります。

高額療養費とは

～高齢者も、所得等に応じた負担が求められることに～

詳しくは HPへ

クリッ
クHOME≫

健保組合の給付≫
医療費が高額になったとき

現行（70歳以上） 2017 年 8 月～ 2018 年 7 月 2018 年 8 月～

現役並み
（年収

370 万円以上）
現役並み

年収約
1160万～

年収 770万～
1160万

年収 370万～
770万

一般
（年収 156 万～

370 万円）

一般

住民税非課税 住民税非課税 住民税非課税

住民税非課税
（所得が一定以下）

住民税非課税
（所得が一定以下）

住民税非課税
（所得が一定以下）

区　分 区　分 区　分外来
（個人）

外来
（個人）

外来
（個人）

限度額
（世帯）

限度額
（世帯）

限度額
（世帯）

44,400円 57,600円

14,000円
（年間

14.4万円
上限）

18,000円
（年間

14.4 万円
上限）

57,600円
〈44,400円〉

252,600円＋（＊3）
〈140,100円〉

167,400円＋（＊2）
〈93,000円〉

  80,100円＋（＊1）
〈44,400円〉

一般
57,600円

〈44,400円〉
12,000円

8,000円 8,000円 8,000円

80,100円＋（＊1）
〈44,400円〉

80,100円＋（＊1）
〈44,400円〉

44,400円

24,600円 24,600円 24,600円

15,000円 15,000円 15,000円

〈　〉は同一世帯で 1 年間に 3 回以上高額療養費に該当したときの 4 回目以降の限度額。

＊ 1：（医療費－ 267,000 円）× 1％　　＊ 2：（医療費－ 558,000 円）× 1％　　＊ 3：（医療費－ 842,000 円）× 1％

（グラフ）

IBM健保組合の後期高齢者支援金
（概算）の推移（見込み）

2015

408,140
427,414

483,535

2016 2017（年度）

（単位：万円）

5%up

13%up

●自己負担限度額の段階的見直し（予定）
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